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非現業職員
給料表 職員数 職員の例

行政職（1） 5,967 一般の行政職員
医療職（1） 20 医師
医療職（2） 536 看護師、獣医師
大学教育職 28 教授
高等学校教育職 318 高校教諭
義務教育諸学校教育職 5,013 小中学校教諭
消防職 1,408 消防士

合計 13,290

          ・勧告対象外職員
現業職員

給料表 職員数 職員の例
行政職（2） 1,351 ごみ処理作業員

企業職員
給料表 職員数 職員の例

上下水道企業職（1)・(2) 966 上下水道事業職員
交通企業職（1)～(3） 482 市営バスの運転手
病院企業職（1)～(4） 1,258 市立病院の医師

合計 2,706

          ・給料表別勧告対象職員数（平成２９年４月１日時点）

一般職

17,347人

企業職員

2,706人

現業職員

1,351人

① 給与勧告の対象職員
川崎市人事委員会の給与勧告の対象となるのは、一般職の川崎市職員１７，３４７人のうち、「川崎市職員の給与に関する条例」の適用を

受ける非現業職員１３，２９０人です。

企業職員及び現業職員は、職務の内容が民間の同種の事業に類似していることから、その勤務条件の決定方式について、他の地方公務

員とは異なります。これらの職員は、団体協約締結権を含む団体交渉権が認められており、労使交渉によって給与を決定しています。

非現業職員

１３，２９０人

給与勧告対象
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国、他の自治体の
状況も考慮

市議会・市長
に対して勧告

 （勧告の取扱い決定）
議決

<調査内容>
企業規模５０人以上かつ事業所

規模５０人以上の事業所を実地

調査

<対象事業所>
全国１２，４００事業所、川崎市

内５１９事業所のうち１１９事業

所を対象に調査

民間給与の調査（職種別民間給与実態調査）

市職員と民間の月例給をラスパイレス方式により比較
（③参照）

情勢適応の原則
（民間準拠）

市長

川崎市人事委員会

報告・勧告

・給与水準の改定

・給与制度の見直し

従業員別調査

事業所別調査

（前年８月から

当年７月）

給与の改定

② 給与勧告の流れ

４月分

給与

川崎市非現業職員

約１３，０００人を対象

川崎市職員給与の調査

個人別調査

４月分

給与

賞与

給与改定や諸手

当の支給状況

条例改正

他の地方

公共団体

市議会

人事院

勧告

川崎市内

約８，６００人

を対象

任命権者、職員団体

からの意見聴取

人事委員会では、例年、市職員と民間の４月分の給与（月例給）を調査した上で、精密に比較し、得られた較差を埋めることを基本に勧告を行っています。

また、期末・勤勉手当についても、民間の特別給（ボーナス）の前年８月から当年７月までの支給実績を精確に把握し、民間の年間支給割合に市職員の期末・勤勉

手当の年間支給月数を合わせることを基本に勧告を行っています。

条例案
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＜役職段階＞ ＜学歴＞ ＜年齢階層＞ ＜民間給与総額（Ａ）＞ ＜市職員給与総額（Ｂ）＞

③ 民間給与との比較方法（ラスパイレス比較）

民間給与と市職員給与を比較するにあたって、それぞれの平均給与額で単純に比較を行うと、役職段階、学歴、年齢構成が異なることから、精

密な比較をすることができません。このため、民間給与との比較方法としてラスパイレス方式を採用しています。

具体的には、①役職段階、②学歴、③年齢階層別の市職員の平均給与と同条件の民間の平均給与のそれぞれに市職員数を乗じた総数を算出

し、両者の水準を比較します。

行政職

給料表

（１）

本年の較差 ３８７円（０．１０％） 算定方法（ａ）－(ｂ)

１級（職員）

２級（職員）

３級（主任）

４級（係長級）

５級（課長補佐）

６級（課長級）

７級（部長級）

８級（局長級）

大学卒

各役職ごとに「１級（職員）」と同様、学歴別、年

齢階層別に民間給与及び市職員給与を算定

短大卒

高校卒

中学卒

２６・２７歳
２４・２５歳

２２・２３歳

２４・２５歳
２２・２３歳

２０・２１歳

１８・１９歳

１６・１７歳

民間平均給与×職員数

民間平均給与×職員数

民間平均給与×職員数

民間平均給与×職員数

職員平均給与×職員数

職員平均給与×職員数

職員平均給与×職員数

職員平均給与×職員数

民間給与総額

÷ 市職員総数

＝ 407,594 円（a）

市職員給与総額

÷ 市職員総数

＝ 407,207円（b）
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④ 本年の勧告のポイント

月 例 給

１ 民間給与との比較

川崎市職員給与については、４月時点で、民間給与を ３８７円（0.10％） 下回っており、当該較差の解消を図る
ため、次のとおり月例給の引上げを行うこととする。

期末・勤勉手当

期末・勤勉手当については、川崎市職員の期末・勤勉手当の支給月数 （4.30月分） が民間事業所の特別給

（ボーナス）の支給割合 （ 4.39月分 ） を下回っているため、支給月数を引き上げることとする。

民間給与（Ａ）
市職員の給与（Ｂ）
（平均年齢　41.8歳）

較差（Ａ）－（Ｂ）
（（Ａ－Ｂ）÷Ｂ×100）

407,594円 407,207円
387円
（0.10％）

民間の支給割合（Ａ） 市職員の支給月数（Ｂ） 較差（Ａ）－（Ｂ）

4.39月 4.30月 0.09月
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給料表

（１） 行政職給料表（１）

較差を解消するため、平均改定率を0.10％として引上げ。その際、職員の初任給が民間の初任給を下回っていること及び国との

均衡を勘案して、初任給を700円引き上げ、若年層についても同程度の引上げを行い、その他については200円を基本に引上げ。

（２） その他の給料表

行政職給料表(1)との均衡を基本とし、引上げ。

なお、特定任期付職員給料表、第１号任期付研究員給料表及び第２号任期付研究員給料表については、国との均衡を基本とし、

引上げ。

（３） 再任用職員の給料月額

再任用職員について、行政職給料表(1)において再任用職員の係長級、課長補佐及び課長級の給料月額を、現役職員の初号給
の給料月額と同額まで引上げ。また、行政職給料表(1)以外の給料表についても現役職員の初号給の給料月額を下回っているものは、
初号給の給料月額と同額まで引上げ。

２ 本年の給与改定

民間の特別給の支給割合との均衡を図るため、支給月数を0.10月引き上げ、4.40月とする（現行4.30月）。

期末・勤勉手当

初任給調整手当

国及び他都市の動向を勘案し、適切な水準を検討。

その他手当

（１） 扶養手当

配偶者及び父母等に係る手当額は7,000円、子に係る手当額は10,000円とする。

職員に配偶者がない場合の扶養親族１人に係る手当額を11,800円とする取扱いを廃止する。

（２） 住居手当

30歳までの職員に対する手当額を25,200円とし、31歳以上40歳以下の職員に対する手当額を16,500円に据え置き、41歳以上の職

員に対する手当額を10,000円とする。
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⑤ 民間給与との較差

川崎市職員給与については、平成29年４月時点で、民間給与を387円（0.10％）下回っていることが判明した。

民間給与

407,594円

川崎市

職員給与

407,207円

比較

較差

387円
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⑥ 民間の特別給との較差

期末・勤勉手当については、川崎市職員の期末・勤勉手当の支給月数（4.30月分）が民間事業所の特別給（ボーナス）の支給割合（4.39月分）を下回っている

ことが判明した。

民間特別給

４．３９月

川崎市職員

期末・勤勉手当

４．３０月比較
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月額 年間給与 月額 年間給与

係 員 30歳 配偶者 287,300円 4,645,000円 288,100円 4,686,000円 41,000円

係 長 40歳 配偶者、子２ 426,100円 6,977,000円 426,300円 7,022,000円 45,000円

課 長 50歳 配偶者、子２ 609,500円 10,015,000円 609,700円 10,080,000円 65,000円

局 長 58歳 配偶者 747,200円 12,528,000円 747,400円 12,614,000円 86,000円

　（注）１　モデル給与例の月額は、給料、扶養手当、地域手当（16％）及び管理職手当（局長は１種、課長は８種）を基礎に、

　　　　　年間給与は、これらに加え、期末・勤勉手当を基礎に算出した。

　（注）２　額については、月額は百円未満を、年間給与及びその差は千円未満を四捨五入している。

職務段階

勧告前 勧告後

年間給与額の差年齢 扶養親族

⑦ モデル給与例
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改定率 改定額 年間支給月数 対前年比増減 増減額 率

平成２０年 - - 4.50月 - - -

平成２１年 △0.19％ △784円 4.15月 △0.35月 △157,000円 △2.31％

平成２２年 △0.17％ △706円 3.95月 △0.20月 △93,000円 △1.42％

平成２３年 △0.20％ △813円 3.95月 - △13,000円 △0.20％

平成２４年 - - 3.95月 - - -

平成２５年 - - 3.95月 - - -

平成２６年 0.29％ 1,192円 4.10月 0.15月 80,000円 1.24％

平成２７年 0.32％ 1,310円 4.20月 0.10月 62,000円 0.94％

平成２８年 0.13％ 516円 4.30月 0.10月 49,000円 0.74％

平成２９年 0.10％ 387円 4.40月 0.10月 48,000円 0.72％

　（注）　表中「－」で記載されている箇所は、その年に月例給又は期末・勤勉手当の改定がなかったことを示します。

勧告年次
月例給 期末・勤勉手当 行政職（１）職員の平均年間給与

⑧ 最近の給与勧告の実施状況（行政職（１）関係）

平成２０年から本年までの川崎市の給与勧告の状況は下表のとおりです。

川崎市職員の給与は、平成２０年から平成２５年まで年間給与の減少又は据置きが続いていましたが、本年は、民間における賃金の引上げを図る動き

を反映して、４年連続で年間給与が増額となりました。
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